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                                2018年2月6日 

2018年2月6日における基準価額変動について 

 

いちよしアセットマネジメント株式会社 

 

下記ファンドの基準価額が大きく変動いたしましたので、ご報告申し上げます。 

（※騰落率は少数第2位四捨五入） 

 

今回の基準価額変動の主な要因は以下の通りです。 

直近の株式市場は、米国10年国債利回りが2.7%を超えてから米国主要株価指数が乱高下し、

世界的に金融市場が不安定な動きとなる中、前日にはＮＹダウが一時1,600ドル程度下落する

など、足元の長期金利の上昇が強く警戒されたことで幅広いセクターで利益確定の動きが強ま

り株価が急落しました。これを受けて国内でもリスクオフの動きが強まり、2月6日には日経

平均株価が前日比▲4.7％、TOPIXが同▲4.4％、JASDAQ指数が同▲6.8％、東証マザーズ指数

が同▲9.2％の大幅下落となりました。 

このような米国発の世界的な株価下落を受けて、当ファンドの基準価額も大幅な下落となりま

した。しかし、現時点では米国景気過熱への懸念は時期尚早と考えられ、金融市場は米FRB

新体制下で想定以上の利上げ継続に伴う景気・マーケットへの悪影響を過度に織り込み始めた

ことが株式市場の変動を加速させたと判断されます。引き続き米国長期金利、為替をはじめと

した金融市場動向、内外投資環境を見極めていく必要はありますが、国内外の企業業績は好調

に推移していることも下支えとなって、金融マーケットは徐々に落ち着きを取り戻すものと判

断しており、当ファンドでは、投資環境を慎重に見極めながら、適正なポートフォリオ構築に

努め、冷静な対応を行っていく方針です。 

 

<主要指数等の動き> 

 2018年2月5日 2018年2月6日 騰落率 

日経平均株価 22,682.08 21,610.24 ▲4.7% 

TOPIX 1,823.74 1,743.41 ▲4.4% 

JASDAQ指数 184.09 171.65 ▲6.8% 

東証マザーズ 1,288.78 1,170.65 ▲9.2% 

出所：Bloomberg           （※騰落率は少数第2位四捨五入） 

 

 

ファンド名 基準価額(円) 前日比(円) 騰落率 

いちよしインフラ関連成長株ファンド 11,951 ▲737 ▲5.8% 

いちよし中小型成長株ファンド 14,681 ▲1,114 ▲7.1% 
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【信託に係るリスクと費用等について】 
 
◆投資信託のリスクについて 

投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とし投資元本が保証さ

れていないため、当該資産の市場価格の変動や為替の変動等により基準価額は変動します。従って、

投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により投資元本を割り込み、損失が生じる

おそれがあります。投資信託は預貯金と異なります。投資信託財産に生じた損益は、すべて投資者

の皆様に帰属します。 

 

(その他の留意事項) 

投資信託のお取引に関しては、金融商品取引法第 37条の 6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適

用はありません。 

投資信託は預金商品や保険商品ではなく、預金保険、保険契約者保護機構の保護の対象ではあり

ません。また、登録金融機関が取扱う投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。 

収益分配金は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の利子・配当等収益および評価益を

含む売買益）を超えて支払われる場合があります。したがって収益分配金の水準は、必ずしも計算期

間中における投資信託の収益率を示すものではありません。 

投資者の投資信託の購入価額によっては、収益分配金の全額または一部が、実質的には元本の一

部払い戻しに相当する場合があります。投資信託の購入後の運用状況により、分配金額より基準価

額の値上がりが小さかった場合も同様です。 

投益分配金は、投資信託の純資産から支払われますので、収益分配金の支払後の純資産は減少す

ることとなり、基準価額が下落する要因となります。計算期間中の運用収益以上に収益分配金の支払

を行う場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比較して下落することになります。 

 
 
◆投資信託に係る費用について（2018年2月現在） 

お客様には以下の費用をご負担いただきます。 

◎ご購入時手数料・・・上限3.24％（税込み） 

投資者の皆様が投資信託の購入のお申込みをする際に負担する費用です。販売会社が販売に係る費

用として受け取るもので、商品および関連する投資環境の説明や情報提供、ならびに購入に関する事務

コスト等の対価です。 

 

◎運用管理費用（信託報酬）・・・上限1.8792％（税込み） 

投資者の皆様がその投資信託を保有する期間に応じてかかる費用です。委託会社は運用の対価として、

受託会社は信託財産の保管・管理費用として、販売会社は運用報告書など各種書類の送付、購入後の

情報提供の対価等として、それぞれ按分して受け取ります。 

※ファンド・オブ・ファンズの場合は、一部を除き、ファンドが投資対象とする投資信託証券の信託報酬等

が別途かかりますが、投資信託証券の実際の組入れ比率により変動します。（これは上記の上限料率に
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含まれていません） 

◎信託財産留保額・・・上限0.3％ 

投資者の皆様が投資信託を換金する際等に負担します。換金（解約）によって信託財産内で発生

するコストをその投資者自身が負担する趣旨で設けられています。 

 

◎その他の費用 

上記の他に、「監査費用」、「有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料」、「ファンドに関

する租税」、「海外での資産の保管等に要する諸費用」等、を投資信託財産から間接的にご負担いた

だく場合があります。 

これらの費用は運用状況等により変動するため、料率、上限額等をあらかじめ表示することができま

せん。 

 

※上記、ファンド費用の合計額については、ファンドの保有期間等に応じて異なりますので、表示す

ることができません。 

 

【ご注意】 

 ・上記に記載するリスクや費用につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、

いちよしアセットマネジメントが運用するすべての公募投資信託のうち、それぞれの費用における最高の料率を 

記載しております。投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資の際には、 

事前に投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付書面をよくお読みください。 

・投資信託のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しします投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ず 

ご確認のうえ、ご自身でご判断下さい。 

 

 

          ●設定・運用は 

いちよしアセットマネジメント株式会社 
金融商品取引業者：関東財務局長(金商)第426号 
〔加入協会〕一般社団法人 投資信託協会 /        
一般社団法人 日本投資顧問業協会           


